
３ ．資金収支･消費収支の概要－３
（単位 千円）

科 目 法 人 大 学 短期大学 高等学校 中学校

（収入の部）
学生生徒等納付金収入 0 2,408,777 1,091,346 520,975 262,826
手 数 料 収 入 6,978 41,911 13,013 7,765 3,358
寄 付 金 収 入 0 29,829 10,909 12,867 6,453
補 助 金 収 入 0 271,911 164,593 331,548 149,267
資 産 運 用 収 入 0 26,509 13,136 8,112 3,417
資 産 売 却 収 入 371,433 0 0 0 0
事 業 収 入 0 21,652 2,163 0 0
雑 収 入 60 29,897 115,546 20,275 711

合 計 378,471 2,830,486 1,410,706 901,541 426,031

（支出の部）
人 件 費 支 出 49,465 1,496,262 978,905 663,635 365,751
教 育 研 究 経 費 支 出 0 757,623 326,688 224,378 72,897
管 理 経 費 支 出 3,824 197,895 104,745 39,840 17,222
借 入 金 等 利 息 支 出 0 30,429 13,677 5,156 0
借 入 金 等 返 済 支 出 0 59,952 27,068 43,330 0
施 設 関 係 支 出 0 763,168 339,676 15,937 687
設 備 関 係 支 出 0 401,806 191,294 42,238 6,944

合 計 53,290 3,707,134 1,982,052 1,034,515 463,500

資 金 収 支 差 額 325,181 △876,648 △571,346 △132,974 △37,469

帰 属 収 入 18,062 2,832,531 1,411,236 902,349 426,275a
消 費 支 出 917,893 2,738,033 1,577,123 1,002,298 486,774b
（うち 減価償却） ( 3,244) ( 225,466) ( 123,089) ( 67,293) ( 30,609)
帰属収支差額 ( － ) △ 899,831 94,498 △ 165,887 △ 99,949 △ 60,499c a b
※基 本 金 組 入 額 0 △2,317,217 △ 924,285 △ 87,688 △ 7,527d
消費収支差額 ( － ) △ 899,831 △2,222,719 △1,090,172 △ 187,638 △ 68,025c d

科 目 小学校 幼稚園 法人全体
（収入の部）
学生生徒等納付金収入 110,202 53,995 4,448,121
手 数 料 収 入 885 230 74,140
寄 付 金 収 入 1,685 2,619 64,361
補 助 金 収 入 85,501 46,056 1,048,876
資 産 運 用 収 入 1,204 578 52,956
資 産 売 却 収 入 0 0 371,433
事 業 収 入 0 0 23,814
雑 収 入 1,356 1,321 169,165

合 計 200,833 104,799 6,252,867

（支出の部）
人 件 費 支 出 154,188 95,727 3,803,933
教 育 研 究 経 費 支 出 21,605 14,106 1,417,297
管 理 経 費 支 出 6,231 20,445 390,203
借 入 金 等 利 息 支 出 0 0 49,262
借 入 金 等 返 済 支 出 0 0 130,350
施 設 関 係 支 出 0 0 1,119,467
設 備 関 係 支 出 642 121 643,043

合 計 182,665 130,399 7,553,555

資 金 収 支 差 額 18,168 △25,600 △1,300,688

帰 属 収 入 201,378 105,087 5,896,918a
消 費 支 出 207,107 133,873 7,063,100b
（うち 減価償却） ( 25,070) ( 3,136) ( 477,908)
帰属収支差額 ( － ) △ 5,729 △ 28,786 △1,166,183c a b
※基 本 金 組 入 額 △ 1,118 0 △3,337,835d
消費収支差額 ( － ) △ 6,847 △ 28,786 △4,504,018c d

◇帰属収支差額について

平成22年度決算における帰
属収支差額が、法人全体で
△1,166百万円となっているが
以下の理由が主な要因である。

①退職給与引当金を100 計上%
すべく「退職給与引当金特
別繰入額」に858百万円を計
上した。

②新棟建築に伴う消耗品・支
払報酬等の経費として187百
万円計上した。

③特別事業計画として中高の
瑠璃殿椅子張替等の経費と
して43百万円計上した。

④短大50周年記念に要し経費
30百万円を計上した。

⑤新棟建築に伴い6号館他の校
舎取り壊しに伴う処分差額
59百万円を計上した。


